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第１章 佐渡市将来ビジョンの見直しに当たって 

  

１ はじめに 

佐渡市将来ビジョンについては、平成 31年度の交付税一本算定移行を見据えた佐渡市

の将来のあるべき姿を明確にし、それに向けての財政計画、行政改革、成長力強化戦略

を包括し、平成 25年 12月に市の最上位計画として位置付けした計画である。 

その後、本市の歳入の約半分を占める普通交付税の算定において、合併後の市町村の

姿の変化に対応した算定など激変緩和の見直しが行われており、財政状況において目標

と実態に乖離が生じている。また、国において平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと

創生法」が制定されたことを踏まえ、平成 27年７月に「佐渡市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を策定するなど、本市を取り巻く環境に変化が生じており、来年度の施策の

策定とあわせて、佐渡市将来ビジョンを見直し、新たな平成 31年度の佐渡市のあるべき

姿を示すこととする。 
 

２ 将来ビジョンの位置付け 

将来ビジョンを市の最上位計画に位置付け、政策の重点化を図り地域の特性を活かし

た施策を展開する行政運営の基本指針とする。具体的な取組内容や将来ビジョンを補完

する事項については、個別計画等で定めるものとする。 

 

３ 計画の期間 

見直し後の将来ビジョンの計画期間は、平成 29年度から平成 31年度までとする。 
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４ 佐渡市将来ビジョンのイメージ 

佐渡市将来ビジョン

個別計画に基づいた
事 務 事 業

財政計画 行政改革

持続可能な循環型
経済活性化戦略

学校教育
基本構想

生涯学習
の推進

その他
計画

環境保全

集中改革
プラン

学校等
統廃合

公共施設
総合管理

地域福祉

◇財政計画を反映した適正な
事業実施

◇公共施設等の有効活用・借
地解消

◇有利な財源を活用した庁舎
整備

◇持続可能な循環型社会の実
現に向けた経済活性化戦略
に沿った施設整備

新市建設計画に基づいた
実 行 計 画

健幸さど21

庁舎整備
基本構想

新市建設計画

総合戦略

行政運営の基本方針 
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５ 佐渡市の現状と課題 

佐渡市は、平成 16年３月の合併以降、人口が毎年約１千人ずつ減少している状況にあ

る。このことにより、今後も地域購買力が低下するとともに、市内総生産が減少するこ

とが予想される。 

また、高齢者数が増加する一方で出生数は減少しており、生産年齢人口は全国平均よ

り約 10ポイントも低く、数年で約 50パーセントを下回ると推計されている。 
 
●佐渡市将来人口推計 
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出典：国立社会保障・人口問題研究所推計（平成 25年３月 27日公表） 

 
●佐渡市将来人口割合推計 
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出典：国立社会保障・人口問題研究所推計（平成 25年３月 27日公表） 
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本市の経済状況を見ると市内総生産は平成 22年度を境に増加傾向にあり、特に建設業

及びサービス業が占める割合が増加している。建設業は増加傾向にあるものの、合併特

例事業の増加に伴う、一次的なものであり、合併特例期間終了の平成 31年度以降は減少

し、これと連動して総生産も減少傾向に転じるものと見込まれる。 
 

 
●佐渡市内における産業別生産割合の推移 
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農林水産業 製造業 建設業

サービス業 政府サービス生産者

     
 

出典：新潟県市町村民経済計算 平成 25年度版(平成 28年 3月 31日公表) 

   ※平成 24年度以前の計数について遡及訂正しているため、前回の公表値と異なっています。 
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第２章 財政計画 

１ 財政計画見直しに当たって 

 

（１）見直しの背景及び目的 

当初計画（平成 21 年 12 月作成）では、普通交付税の大幅な縮減等が見込まれてい

たことを計画に反映して策定したが、その後の経済状況を勘案した国の施策から普通

交付税がほぼ横ばいで推移したことや、度重なる経済対策等から市の予算規模は膨ら

んできた。また、合併特例債事業については、平成 25年まで計画していたが、平成 23

年度の東日本大震災を契機に法改正され、対象期間は 5年間延長（平成 30年度まで）

となった。 

一方、合併特例措置による普通交付税の増額交付は平成 25年度までで終了し、平成

26 年度以降は段階的に縮減されることとなっていることから、市の予算規模も大幅な

縮減をしていく必要があることから平成 25年 12月に財政計画の見直しを行った。 

その後、合併により市町村の面積が拡大するなど市町村の姿が大きく変化したこと

を踏まえ、旧市町村単位での支所の財政需要、人口密度等による需要の割増しや標準

団体の設定など、行政区域の広域化を反映した普通交付税の見直しを平成 26年度から

数年をかけて行われることとなった。 

このため、市財源の大半を占める普通交付税の段階的縮減の緩和を反映した財政計

画の見直しを検討するものであるが、平成 28年度以降トップランナー方式による見直

し方針が示されたことからも、行政改革を着実に進め、歳入の確保と歳出の抑制等に

取組み、今後の財政の健全化と持続可能な財政運営を行うことができるよう、佐渡市

財政計画を見直し策定するものである。 

 

（２）会計単位 

会計単位は一般会計とし、歳入は財源別、歳出は性質別に試算した。（特別会計等は

一般会計からの繰出金等で計上している。） 

 

（３）基本方針 

毎年経常的に収入する一般財源（標準財政規模）と予算規模等との強い関連性をベー

スに、類似団体Ⅱ－１（198団体）の H22～H26決算数値を対象にして、標準財政規模と

歳出決算額及び各費目（人件費、普通建設等）との相関を調べ、回帰分析の統計手法を

用いて、予算規模等の参考とするための分析を行った。 

ベースとなる標準財政規模の核となる普通交付税の試算と類似団体の分析を参考に

して、これまでの決算と当初予算の推移、平成 29 年度以降の予算事由等を反映し、現
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時点で想定できる財政フレームをあわせて予算規模等の年次別推計を作成した。 

なお、本計画は策定時点における地方行財政制度を前提として試算したものであり、

今後の経済情勢の変化（消費税率の引上げや税制等の国県の制度改正や景気動向）等を

踏まえ、計画内容については必要に応じて見直しを行っていく必要がある。 

 

２ 積算根拠 

（１）歳入 

 

ア 市税 

・納税所得者の減少や、固定資産税の評価替えにより、市税の減少が見込まれるが、

自主財源確保の観点から、滞納解消や収納率の向上対策を強化し、平成 31年度のあ

るべき税収に向けて年次的に推移していくよう試算した。 

 

イ 地方交付税 

   ・普通交付税は、今後の経済情勢等により大きく変動することが想定され、的確に見

積ることは困難だが、基本的に現行の制度が存続するものとして試算した。 

   ・算定替えの激変緩和措置による段階的削減を勘案した。（H26：△10％、H27：30％、

H28：△50％、H29：△70％、H30：△90％、H31：△100％） 

※合併後 10年間（H16～H25）は、合併しなかった場合の普通交付税が保障され、その後

の 5年間（H26～H30）は激変緩和措置（段階的削減）により、佐渡市単独で算定する額

（一本算定）に向けて逓減していく。 

   ・行政区域の広域化等を反映した算定項目の見直しにかかる影響額を勘案し試算した。 

   ・トップランナー方式の導入に伴う単位費用の減少をはじめ、基準財政需要額の算定

における測定単位などの変動要素等を勘案し試算した。 

   ・基準財政収入額に含まれる譲与税、各種交付金の増減による影響額を勘案した。 

   ・国の枠計上経費（地域経済基盤強化・雇用等対策費等）の減少による影響額を勘案

し試算した。 

  

ウ 譲与税、各種交付金 

   ・過去の決算額の推移や国の「平成 29 年度地方交付税の概算要求」等を参考に試算

した。 
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エ 国・県支出金 

   ・現行制度が継続するものとして、過去の推移等を勘案して試算した。 

 

オ 市債 

   ・普通建設事業費に係る市債の借入れは、平成 30 年度が発行期限となる合併特例債

等を勘案して試算した。 

・公債費が後年度の予算規模に占める割合を高めていくことが見込まれるため、辺地

対策事業債などの交付税算入率の高い優良債等の借入れをすることで試算した。 

・普通交付税の振替え措置である臨時財政対策債（交付税算入 100％）は、現行制度

が継続するものとして試算した。 

 

カ 繰入金 

   ・後年度の財政運営の軽減・調整等に対応するため、財政調整基金の残高を標準財政

規模の 20％前後を維持すべく計画的な繰り入れとなるよう試算した。 

 

キ 使用料、手数料等 

   ・自主財源の確保や負担の公平の観点から、受益者負担の適正化に取り組み、財源の

確保に努めることとし、平成 31 年度のあるべき収入に向けて年次的に推移してい

くよう試算した。 

 

ク その他の収入 

   ・過去の決算額等の推移をもとに試算した。 

 

（２）歳出 

 

ア 人件費 

   ・合併特例期間終了後のあるべき予算規模に見合う人件費総額となるよう、類似団体

の分析を参考としながら、行政改革による定員管理と給与の適正化を図ることとし

て試算した。 

 

イ 物件費 

   ・行政改革と連携した事務事業の見直しにより、物件費を段階的に削減をしていくよ

う試算した。 
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ウ 維持補修費 

   ・耐用年数を超過した施設が多数あることから、計画的な維持補修による経費の平準

化を図ることとして試算した。 

 

エ 扶助費 

   ・過去５年間の決算額の推移や国の社会保障施策等による需要の増加が見込まれるこ

とを踏まえ試算した。 

 

オ 補助費等 

   ・行政改革と連携した事務事業の見直しと合わせた補助金・負担金の見直しの徹底に

より、全体経費の抑制を図ることとして試算した。 

 

カ 公債費 

   ・平成 27年度までに借入済み市債の元利償還金に、平成 28年度以降の（平成 27年

度繰越含む）市債借入による元利償還金を加えて試算した。なお、新発債の年利率

は直近の借入利率をもとに試算した。 

 

キ 積立金 

   ・地方交付税の合併特例期間終了に備えてこれまで積み立ててきた財政調整基金や減

債基金等の残高について、標準財政規模の一定水準を確保するよう積み立てを行う

こととして試算した。 

 

ク 繰出金 

   ・特別会計の繰出金は、独立採算や、特定の収入による事業実施の原則を踏まえ、事

業規模等を考慮し試算した。 

 

ケ 普通建設事業費 

   ・合併特例債発行期間終了後の普通建設事業費は、合併特例債事業を除いた類似団体

事業規模からも縮小が見込まれるが、佐渡市経済に与える波及効果も大きいことか

ら、全体の予算規模が縮小するなかでも一定水準を確保できるよう試算した。 

 

コ その他の支出 

   ・過去の決算額等の推移を基本とし、今後の予算規模に対して適切な予算額とすべく

段階的に削減していくよう試算した。

 



３　予算規模の推移
（単位：百万円）

※

ポイント

①

②

③

平成16年度から平成27年度までは最終予算額、平成28年度は当初予算額、平成29年度から平成31年度
までは最終予算試算額。

平成25年度までは合併特例による普通交付税の算定替えによる加算や合併特例債事業の実
施もあり、580億円前後の予算規模で推移してきた。

合併特例債事業が集中したため、平成24年度・25年度の予算規模は大きくなった（平成24年度
の合併特例債事業は約133億円、平成25年度は約94億円）。

平成26年度から平成31年度までは、普通交付税の算定替えによる加算部分の激変緩和措置
により縮減していくが、合併市町村等の算定方法見直しにより縮減幅は緩和される（平成31年
度は427億円の予算規模を見込む）。

52,532  
49,994  

45,475  46,473  
48,593  

50,030  50,733  50,576  

58,358  57,786  

50,137  
47,957  

44,500  
46,200  

44,300  43,000  

0  

10,000  

20,000  

30,000  

40,000  

50,000  

60,000  

70,000  

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

合併特例算定替期間（１０年間） 激変緩和措置期間（５年間） 
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４　普通交付税の推移
（単位：百万円）

※

ポイント

①

②

③

④

平成26年度からは合併特例措置が終了し、増加交付額が激変緩和により段階的に縮小する
期間（H26：△10％、H27：△30％、H28：△50％、H29：△70％、H30：△90％、H31：△100％）に
移行したが、一方で合併による市町村の面積が拡大するなどの行政区域の広域化等を主に一
本算定に反映する算定方法の見直しも始まり、平成25年度と比較し平成28年度は合併算定替
が約40億円減少したが、一本算定は約22億円増加している。

平成16年度から平成28年度までは普通交付税交付基準額、平成29年度から平成31年度までは普通交
付税交付基準試算額。また、普通交付税の交付基準額であり、実際の普通交付税交付額とは異なる年
度がある。

国の経済状況を勘案した施策や合併特例措置による増額交付により、平成25年度の約220億
円が交付のピークとなる。

平成29年度から平成31年度には激変緩和による段階的縮減と合併市町村等の算定方法見直
しによる影響を見込み、更に現在想定されるトップランナー方式の導入をはじめとした単位費用
などの変動要因を加味し試算した。

合併特例措置による増加交付の激変緩和が終了する平成31年度には、交付額（一本算定）が
約182億円となり、平成25年度と比較し約38億円の減少が見込まれる。

14,589  14,660  14,687  
13,968  

15,068  15,429  
16,217  

15,521  15,253  
15,820  15,975  

17,538  
18,064  18,196  18,400  18,208  

4,386  4,591  4,537  

4,578  

5,033  
5,050  

5,598  
6,026  

5,973  

6,189  
5,054  

3,365  2,138  
1,168  351  

980  1,106  
1,807  

2,645  
3,258  

3,801  

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

合併算定替 

一本算定 

1,718 2,244 2,376 2,580 2,388 

H25比減少額 

H25一本算定ライン 

155 

H25比一本算定増加額 

- 10 -



５　財源構成の推移
（単位：百万円）

H28 H29 H30 H31

市税 5,111 5,127 4,951 4,902

地方交付税 20,000 21,379 20,681 20,058

市債 5,364 7,412 6,370 4,060

その他収入 14,025 12,282 12,298 13,980

予算規模 44,500 46,200 44,300 43,000

標準財政規模 28,208 27,359 26,555 25,954

※

※ 平成28年度は当初予算額、平成29年度から平成31年度までは最終予算試算額。

※ 標準財政規模はいずれも積み上げによる試算額。

ポイント

①

②

③ その他収入は、分担金及び負担金等の積み上げにより試算する。

市税は、市民税・固定資産税・軽自動車税、市たばこ税・入湯税を積み上げて試算する。

市債は、後年度において公債費負担の占める割合を抑制する必要があることから、交付
税算入率の高い優良債等を発行する計画で試算する。

区　　分

その他収入の内訳　（分担金及び負担金、使用料及び手数料、国県支出金、財産収入、寄附金、
繰入金、繰越金、諸収入）

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

35,000  

40,000  

45,000  

50,000  

H28 H29 H30 H31 

標準財政規模 

地方交付税 

市債 

その他収入 

市税 
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６　性質別経費の推移＜歳出＞
（単位：百万円）

H28当初 H29 H30 H31

人件費 7,209 7,139 7,128 7,029

公債費 7,681 7,417 7,376 7,739

普通建設事業費 7,941 8,000 7,300 6,300

その他経費 21,669 23,644 22,496 21,932

予算規模 44,500 46,200 44,300 43,000

※

※ 平成28年度は当初予算額、平成29年度から平成31年度までは最終予算試算額。

ポイント

①

②

③

その他経費：物件費、維持補修費、扶助費、補助費等、積立金、投資及び出資金、貸付金、繰出金、災
害復旧事業費

その他経費は、施設の整理統合や行政改革を加速することで経費の抑制を図り試算する。

区　　分

人件費は、類似団体分析を参考に、類似団体水準を上回らないよう予算規模に見合う適切
な経費を試算する。

普通建設事業費は、類似団体分析を参考に、類似団体程度の予算規模に見合う経費を試
算する。

予算規模は、類似団体分析を参考に、標準財政規模に見合う適切な経費を試算する。

④

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

35,000  

40,000  

45,000  

50,000  

H28 H29 H30 H31 

普通建設事業費 

その他経費 

人件費 

公債費 
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７　市債・基金の推移
（単位：百万円）

H28 H29 H30 H31

61,216 61,615 61,137 57,841

25,242 27,146 28,053 25,672

16,803 16,775 16,646 16,415

19,171 17,694 16,438 15,754

参考：実質公債費比率の基準と県内20市等の分布状況

ポイント

①

②

（単位：百万円）

H28 H29 H30 H31

22,401 23,427 23,579 21,749

7,801 8,224 8,224 6,781

2,421 2,044 1,789 1,595

12,179 13,159 13,566 13,373

ポイント

①

②

③

④

市債残高（年度末）

合併特例債

臨時財政対策債

その他債

25％以上35％未満

35％以上

・協議制

区　　　分

区　　　分

基金残高（年度末）

財政調整基金

18％未満

18％以上25％未満

許可団体に係る許可基準実質公債費比率

標準財政規模の縮小が見込まれることから、交付税算入率の高い起債に絞り計画的に借り入
れることで市債残高と実質公債費比率の抑制を図る。

市債借入は、原則として交付税算入率70％以上の優良債とするが、平成31年度以降は合併特
例債の借入れができなくなることから、交付税算入率50％程度の良好債も借り入れる。

H27年度決算に基づく県内20市等の分布

新潟市　11.0％、長岡市　9.7％、三条市　14.4％、柏崎市
14.7％、新発田市　8.7％、小千谷市　9.1％、加茂市
12.7％、十日町市　12.7％、見附市　7.8％、村上市
14.7％、燕市　12.1％、糸魚川市　13.0％、妙高市　9.7％、
五泉市　11.0％、上越市　13.9％、阿賀野市　14.1％、佐渡
市　13.2％、魚沼市　9.0％、南魚沼市　15.4％、胎内市
11.6％

＜参考＞
夕張市　76.3％

＜早期是正措置＞
・許可制→公債費負担適正化計画の策定が必要

＜早期健全化段階＞
・財政健全化団体
・一般単独事業債の発行が許可されない

＜再生段階＞
・財政再生団体
・公共事業債、公営住宅建設事業債、教育・福祉施
設等整備事業債等の発行が許可されない

減債基金残高は、平成31年度以降の所要額を確保できるよう計画的に積み立て、取崩しを行
う。

積立金は、前年度繰越金1/2の財政調整基金への積み立てと、過疎地域自立促進特別事業
基金への計画的な積み立てを行う。

過疎地域自立促進計画に沿って基金からの繰り入れを計画的に行う。

財政調整基金残高は、平成31年度以降、一定期間財源調整が行えるよう計画的に積み立て、
取崩しを行う。

減債基金

その他特定目的基金
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８　財政指標の推移
（単位：％）

H28 H29 H30 H31

88.5 89.1 91.0 93.5

13.6 13.7 13.9 14.1

0.248 0.242 0.234 0.227

ポイント

①

②

③ 平成30年度までの合併特例債の発行により、起債残高、公債費も増加し、普通交付税
も減少することから実質公債費比率は平成31年度までは上昇が見込まれる。

基準財政収入額の減少とともに年度によって差はあるものの単年度財政力指数の減少
から、3ヶ年平均での財政力指数も減少し、依存財源の比率が高まっていくことが見込ま
れる。

区　　　　分

算定分母である普通交付税が年々減少することから、経常収支比率は平成31年度まで
は上昇が見込まれる。

経常収支比率

実質公債費比率（3ヶ年平均）

財政力指数（3ヶ年平均）

このため、財政構造の弾力性が縮小することから、臨時の財政需要に対しては財政調
整基金での対応が想定される。
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財政用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準財政規模     地方公共団体が通常水準の行政活動を行う上で必要な一般財源の総量を

示すもので、この数値が実質収支比率、実質公債費比率、経常収支比率な

どの基本的な財政指標や財政健全化指標の分母となります。 

 

経常収支比率     市税などの一般財源を、人件費や扶助費、公債費など経常的に支出する

経費にどれくらい充てているかをみることで、財政の構造の弾力性を判断し

ます。この比率が高くなるほど公共施設の整備など投資的な経費に充てる

財源がなくなり、財政運営が厳しくなります。 

 

実質公債費比率    地方債制度が許可制から協議制に移行したことにより導入された財政指

標で、公債費による財政負担の程度を示すものです。これまでの起債制限

比率に反映されていなかった公営企業（特別会計を含む）の公債費への一

般会計繰出金、一部事務組合の公債費への負担金、債務負担行為に基づ

く支出のうち公債費に準ずるものなどの公債費類似経費を算入しています。

この比率が 18％を超えると、地方債の発行に許可が必要となります。 

 

財政力指数       地方公共団体の財政基盤の強弱を示す指数で、標準的な行政活動に必

要な財源をどれくらい自力で調達できるかを表しており、普通交付税の算定

基礎となる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の 3ヵ年平

均値をいいます。基準財政収入額が基準財政需要額を下回る場合（「1.0」を

下回る場合）は、それを補うために普通交付税が交付されます。 

 

財政健全化団体    実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率（以

下「健全化判断比率」）のうち一つでも早期健全化基準（実質公債費比率：

25％）を超えてしまった場合、財政健全化団体となり、財政健全化計画を定

めなければなりません。財政健全化団体になると、歳出の抑制・歳入の確

保への取り組みや、一般単独事業債の発行が許可されないなど、行財政運

営に一定の制約がかかります。 

 

財政再生団体     健全化判断比率のうち一つでも財政再生基準（実質公債費比率：35％）を

超えてしまった場合、財政再生団体となり、財政再生計画を定めなければな

りません。財政再生団体になると、国の指揮・監督のもと行財政運営を行う

こととなり、大幅に市民サービスが低下することになります。 
 

基準財政収入額    各地方団体の財政力を合理的に測定するために、当該地方団体について 

             地方交付税法第 14条の規定により算定した額です。具体的には、地方団体 

             の標準的な税収入の一定割合により算定された額です。 

             ＜標準的な地方税収入×75/100＋地方譲与税等＞ 
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第３章 行政改革の指針 

 

１ 改革の必要性 

佐渡市は、平成 16 年３月「究極の行財政改革」とも言われる 10 か市町村の新設合併 

を実現したが、合併により肥大化した組織・機構や公共施設の重複など、継続して取り組

むべき大きな課題が山積していたため、平成 18 年３月『時代の変化に対応した新しい『佐

渡市の形成』を目標に「佐渡市行政改革大綱」を策定し、効率的な行政運営と市民視点に

立った公共サービスの提供を目指して行政改革への取組を始めた。 

しかし、これらの課題解決には市民との合意形成が不可欠であり、膨大な時間と労力が

必要となった。また、財政的には景気低迷等に伴う企業収益の悪化や人口減少の進行等に

よる税収の落ち込み、特に平成 25年度で普通交付税の算定特例期間が終了すること から、以

後ますます厳しい財政運営を強いられることが明らかであった。 

一方、地方自治体は、今まで果たしてきた役割に加え、新たな行政ニーズへの柔軟な対

応と地域の実情に即した主体性のある行政組織への転換も求められていた。 

こうした厳しい財政状況や行政を取り巻く環境の変化、更には合併後の積み残し課題等

に適切に対応していくためには、行政と市民との役割分担を的確に捉えながら、市民との

協働（※）による行政改革を不断に推進していくことが必要であることから、平成 22 年

３月『市民参画による行政経営の推進』を目標として、平成31年度を目標年次とす

る「第２次佐渡市行政改革大綱」（以下「大綱」）を策定し、また、平成 25 年 12

月将来ビジョンの見直しにあたり財政計画や定員適正化計画の見直しに併せ、

第２次行政改革大綱を、ビジョンにおける指針として承継し更なる行政改革に

取り組んできたところである。 

行政改革を推進するには、行政における徹底した無駄の排除や人件を含めたコスト削減は

もとより、職員の意識改革とともに、『行政を経営（※）する』という視点から、今後と

も限られた財源を選択と集中により真に必要なサービスへと重点化することが必要である。 
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２ 行政改革の目標と基本方針 

（１）行政改革の目標 

行政改革は、最大の効果を最小の経費であげ、市民が求めるサービスを最良の形で

提供するために、既存のシステムを不断に見直し改善していく、行政にとって普遍的

な課題である。 

本指針は、財政計画とともに、「佐渡市将来ビジョン」を具現化するための一つの指

針であり、更なる行政改革を推進するために、引き続き『市民参画による行政経

営の推進』を行政改革の目標とする。 

 

（２）行政改革の基本方針 

将来を見据え中長期の財政見通しを立て、行政評価システム（※）等を活用して人

員・資産・財源の配分の適正化を図るとともに、公共施設の整理・統合、補助金の見

直し等による歳出の削減と自主財源を確保し、持続的かつ自律的な財政運営に努める。 

 

ア 自律的な財政運営の推進 

将来を見据え中長期の財政見通しを立て、行政評価システム（※）等を活用して人

員・資産・財源の配分の適正化を図るとともに、公共施設の整理・統合、補助金の見

直し等による歳出の削減と自主財源を確保し、持続的かつ自律的な財政運営に努める。 

 

イ 人材育成と組織・機構の改編 

職員のコスト意識やスピード感などの経営感覚を持った人材の育成と併せて、人事考

課制度や各種研修を活用して個人の能力や業績を公正・公平に評価し、組織全体の活性

化を図る。 

また、本市は、人口規模と産業構造から分類される類似団体に比べ多くの職員数を抱

えているが、多様な行政需要や特異な地理的条件等に配慮した定員の適正化に取り組み、

地域の特性や市民ニーズへの柔軟な対応が可能となる効率的な組織への改編を行う。 

 

ウ 情報公開による信頼性の確保と行政サービスの向上 

行政改革を進めるためには、市民の理解と協力が必要不可欠である。そのため、積

極的に市民へ行政情報を公開し、行政の説明責任と透明性を確保し、市民との信頼関

係を築く。 
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また、市民の視点に立ってサービス全般の見直しや窓口の改善、行政手続きの簡素

化を進め、便利で分かりやすく、満足度の高いサービス提供に努める。 

 

 

３ 行政改革の進め方 

 

（１）推進の方法 

行政改革を着実に推進していくため、計画(Plan）、実施(Do）、検証(Check）、

改善 (Action）のマネジメントサイクル（※）のもと、次の事項に取り組む。 

 

ア 職員の意識改革 

行政改革は、職員一人ひとりが行政改革の理念を深く理解し、全庁を挙げて取り組む

ことが重要である。職員が常に、前例踏襲ではなく、現状に疑問を呈しながら新たな工

夫を凝らす改革意識を持ち、積極的に改革に取り組むよう行政評価や人事評価、職員研

修などを意識改革の手法として活用する。 

 

イ 集中改革プランの策定及び実施 

行政改革の具体的な実施計画となる「集中改革プラン」について、現在、

平成 27年度から平成 31年度までの重点実施項目の新たな数値目標を定めて

取組みを進めており、引き続きそれを継承する。 

 

ウ 市民への公表 

広く市民の理解と協力のもとに行政改革を着実に推進するため、市の広報紙やホーム

ページ等により行政改革の取組状況を公表する。 

 

（２）改革の進捗管理と評価の方法 

 

ア 庁議による内部評価 

本指針及び集中改革プランの進捗管理体制として、庁議において定期的に取組状況の

把握と内部評価を行う。 

 

イ 市民等による評価 

集中改革プランの進捗状況については、市民等による外部委員会に定期的に報告し、

そこでの提言を踏まえて必要な見直しを図る。 
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４ 行政改革の具体的方策 

 

時代の変化を的確にとらえ、市民生活の向上に資する行政改革を確実に進めていくため、

３つの基本方針により次の項目を絞り込んで策定されている第３次集中改革プランによ

り、改革に取り組む。 

 

（１）計画的な財政運営 

中長期的な視点に立った計画的な財政運営を図るため、徹底した事務事業の見直しに

よる経常経費（※）の削減や投資的経費（※）の重点化によるコスト削減に努める。 

 

（２）マネジメントサイクルの実施 

新たな行政課題や複雑・多様化する市民ニーズに的確に対応し、効果的、効率的な行

政サービスを提供するために成果重視の行政運営を推進する。マネジメントサイクルに

よる行政評価システムを運用し、徹底した事務事業や補助金負担金の見直し、整理・

統合を進める。 

 

（３）自主財源の確保 

市税等の滞納解消や収納率の向上を図るために、新たな収納方法の検討を行い、導入を

目指す。また、各種使用料・手数料についても見直しを行い、現在無料となってい

るものについても、受益者負担の原則の観点から有料化を検討し、あらゆる角度から財

源の確保に努める。 

 

（４）公共施設の統廃合等 

平成28年７月に策定した「公共施設等総合管理計画」を踏まえ、公共施設の整理

統合等を進める。 

 

（５）公共施設運営方法の見直し 

「アウトソーシング推進計画」に基づき、指定管理者制度の活用や民間委託を積

極的に進める。 

 

（６）経営資源の有効活用 

未利用市有地については売却や貸付を積極的に図る一方で、借地の解消や契約単価の見直

しを行い、収入の確保やコスト削減を図る。また、普通財産等の有効活用に向けた一層

効果的な対策を講じる。 
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（７）公営企業等の経営健全化 

限られた財源を有効に活用するため、徹底した事務事業の見直しを行い、建設コスト

等の削減に取り組むことにより、経営基盤の強化に努める。また、外郭団体（※）

への補助金を見直し、さらに第三セクター（※）については、その存在意義から検討し、

抜本的改革を図る。 

 

（８）機動的な組織体制の確立 

市民ニーズや新たな行政課題に対応するため、業務の内容や量に応じて常に組織を見直す

ことが必要であり、福数の部門に関連する行政課題に対しても迅速に対応できる機動的

な組織体制の確立を図る。 

 

（９）定員管理と給与の適正化 

定員の適正化に向け、計画的な職員採用等により、職員数の削減に努める。 

また、職員の給与については、職員の能力と業績を公正に評価し、給与に適正反映す

るよう人事考課制度（※）の運用とともに、財政計画における人件費との整合性を図る。 

 

（10）職員の意識改革と人材育成 

職員定数の適正化によるスリムな組織が求められている中で、人材育成の重要性はま

すます高まってきている。職員の市民本位の意識やコスト意識の醸成とともに、職員

一人ひとりの企画・評価能力や組織マネジメント能力等の向上につながる研修会等を開

催し、多様な市民ニーズに 迅速に対応できる人材の育成に努める。 

 

（11）行政サービスの向上 

市民サービスの原点である証明書発行、受付業務等の窓口事務について、迅速で効率

的な窓口を目指し、ワンストップサービス（※）を推進する。 

また、民間活力による証明書交付事務の委託を推進し、市役所に出向かなくてもサー

ビスが受けられる仕組みをつくり、行政サービスの利便性向上を図る。 

 

（12）市民との情報共有と協働体制の確立 

市民の市政への関心と市民参画を促すため、積極的に行政情報を公開し、市民と行政

改革の取組状況や課題等の共有化を図る。 

また、これまで行政主体で担っていた公共サービスを、これからは市民と行政が共通

の目的のもとに、それぞれの役割、責任を分担し、地域課題、市民ニーズに取り組む市
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民協働体制の確立と推進を図る。 

 

 

５ 定員適正化の取組 

 

（１）これまでの取組（平成 25 年度まで） 

平成 17 年３月に国の示した地方公共団体における行政改革のための

新たな指針を踏まえて策定された「佐渡市行政改革大綱」「第２次佐渡市

行政改革大綱」に基づき、勧奨退職制度の積極的運用や新規採用職員の

抑制等により、職員削減に取り組んできた。 

第一次計画期間（平成 17 年度～21 年度）では、平成 21 年度までに目

標を大きく上回る 116 人の削減となったが、第二次計画期間（平成 22 年

度～31 年度）では、目標数値を下げたことや勧奨退職等の前倒しの影響

もあり、平成 25 年度までの状況は、計画人数に対して 73 人の増となっ

た。 

 

●第一次・二次計画期間 

17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

1,721 1,667 1,645 1,615 1,582

1,721 1,661 1,604 1,524 1,466

▲60 ▲57 ▲80 ▲58 ▲65

0 ▲6 ▲41 ▲91 ▲116

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

1,401 1,330 1,280 1,206

1,401 1,354 1,333 1,279

▲47 ▲21 ▲54  

0 24 53 73

年 度

第一次計画期間

第二次計画期間

各年度の削減数

計画との差

計画職員数

4 月 1 日職員数

年 度

計画職員数

4 月 1 日職員数

各年度の削減数

計画との差  
 

 

 

（２）平成 31 年度の数値目標 

第二次計画期間である平成 25 年 12 月に定員適正化計画の職員数の見

直しを行い、平成 31 年度における新たな目標数値を 1,176 人とし、平成

25年度当初の職員数 1,279人から平成 31年度までに 103人を削減する。 
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●職員数の年次計画（平成 25 年度～31 年度） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度
1,001 992 989 977 955 930 896

一般行政部門 683 673 670 659 638 613 580

教育部門 138 138 138 137 136 136 135

消防部門 180 181 181 181 181 181 181

278 280 280 280 280 280 280

1,279 1,272 1,269 1,257 1,235 1,210 1,176

普通会計(※）

公営企業等会計(※）

合 計  

平成 28年４月１日現在の総職員数は 1,197人であり、引き続き、平成 31

年度目標に向けて計画的に取組みを進める。 

 

（３）職員数の見直しに用いた指標等 

平成 25年 12 月見直しおける指標等は次のとおりである。 

自治体職員の適正規模については、各自治体の人口や地理的条件、提供

しているサービスとの関係もあり、画一的に判断することは困難であること

から、定員管理の指標等を参考に適正数を算出し、それに佐渡市の特殊事情

による職員数を加えて目標数値を算出したものである。 

 

ア 一般行政職部門の職員数 

一般行政部門の職員数については、他の指標に比べて実職員数との乖離

が小さいといわれていること、また、業務が直営であることを前提とした指

標であることから、総務省が示した「定員モデル」により試算した職員数を

適正数としている。 

また、老人福祉施設の運営については、民営化の検討も並行して行いつ

つ、直営での体制、トキ関連事業、国民健康保険料や介護保険料等の賦課徴

収等に係る職員数を特殊事情による職員数としている。 

 

イ 教育部門の職員数 

   教育部門の職員数については、個別の指標がないため、佐渡市と同じ人

口規模及び面積が近似している類似団体の教育部門の平均職員数を適正数

とした。 

また、自校式給食や学校給食センターの直営、世界遺産関連の文化財行

政等に係る職員数を特殊事情による職員数としている。 

 

ウ 消防部門の職員数 

消防部門の職員数については、離島のため他の自治体との連携ができな
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いことから、現計画（※）の目標数値を適正数としている。 

また、市民の生命・財産を守るという安心・安全を提供するため、消防

圏域 15分・救急医療圏 30分以内の現体制を維持するために必要な職員数と

適正数との差を特殊事情による職員数としている。 

 

エ 公営企業等会計の職員 

本来、自主独立の観点から、企業経営の中で職員数は決められるべき

ものであるが、公営企業等会計の職員数については、個別の指標がない

ため、病院は病床利用率 80％を確保する職員数、介護施設は、現体制（※）

の職員数、上下水道や国民健康保険事業等は、類似団体の職員数を適正

数としている。 

また、下水道整備事業に係る職員数をプラスの要因、国民健康保険料

や介護保険料等の賦課徴収等に係る職員数をマイナスの要因とした職員

数を特殊事情による職員数としている。 
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行政改革の指針の用語解説  

市民との協働 

 

 

 

 

行政を経営 

 

 

 

 

行政評価システム 

 

 

 

 

マネジメントサイクル 

 

 

 

経常経費 

 

 

 

投資的経費 

 

 

外郭団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地方分権の推進には、行政と市民の信頼関係が不可

欠である。市民等と行政が相互の特性を認識し尊重し

合い、対等の立場で共通する目的の実現に向け、協力・

強調し活動すること。 

 

 少子高齢化の進行や税収の伸びが期待できない状況

で、これまでの行政内部の常識や習慣を見直し、充実

した市民サービスを維持していくための成果を重視し

た行政運営から行政経営への意識改革が必要となる。 

 

 行政の政策体系である政策―施策―事務事業の各レ

ベルで、どれだけの成果が現れているかを測定し、公

開すること。政策体系に応じて、政策評価、施策評価、

事務事業評価の３つの行政評価システムがある。 

 

 目的を達成するために、多元的な計画を策定し、計

画通りに実行できたのかを評価し、次期への行動計画

へと結びつける一連の管理システムのこと。 

 

年々持続して固定的に支出される経費のこと。 

人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等及

び公債費に分類される。 

 

その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がス

トックとして将来に残るものに支出される経費のこ

と。 

 

行政が直接実施するより、民間企業の多様な資金や

人材、経営ノウハウ等を活用することにより、機動的

かつ柔軟に公共サービスが提供できるよう設立された

団体のこと。行政は、出資・人的派遣をし、業務内容

において、極めて強い関連性を有する。 
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第三セクター 

 

 

 

人事考課制度 

 

 

 

 

 

ワンストップサービス 

 

 

 

 

 

 

普通会計 

 

 

 

公営企業等会計 

民間と地方自治体の共同出資により設立された企業

のこと。民間の効率的な経営手法を行政に取り入れる

ことができるため、地方自治体の経営負担が軽減され

る。 

 

 職員の勤務態度や実績など、人事や労務管理の一環

として管理者が適正に評価を行うことを目的とした制

度のこと。各職員の勤務態度をはじめ、業務の遂行能

力、業務実績などから管理者は適正に評価し、給与、

昇進の有無、配置異動、能力開発などを決定する。 

 

 一度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了

させられるように設計されたサービスのこと。地方公

共団体では、本庁舎、支所、出張所等の各窓口で各種

証明書の発行を可能とする庁舎間のネットワーク化や

１か所の窓口で届出・申請等の手続きを行うことによ

り、他の内部機関における同様の手続きが不要となる

措置をとること。 

 

一般会計と特別会計のうち公営企業等会計以外の会

計を統合して一つの会計としてまとめたもので、一般

的に地方財政をいう場合、この普通会計が基本となる。 

 

水道、下水道、病院などの公営企業、及び国民健康

保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業などに

関する会計の総称。 
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第４章 庁舎整備基本構想 

 

※平成３１年度における本庁・支所等の行政庁舎のあり方について、記載する

方向で調整中 
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第５章 持続可能な循環型社会の実現に向けた経済活性化戦略 

 
本市の産業等の構造は、市内総生産に占める公共事業や政府サービスの割合が県内の他

の地域と比較して高く、地方交付税の減少による市の歳出規模の縮小は、地域経済に大き

な影響を及ぼすと考えられる。さらに、平成 31年は、平成 25年と比較して人口が５千人

以上減少すると推計(平成25年３月27日 国立社会保障・人口問題研究所公表)されており、

税収減や市内総生産の低下などが懸念される。 

そのためにも、農林水産業を中心とする産業の振興、佐渡の自然、食、文化を活かした

観光地域づくり、交通ネットワークの充実、佐渡の活性化に向けた地域づくり、災害に強

い島づくりは、本市が早急に強化し、進めなければならない重要な課題である。 

地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）によると、本市における支出総額は、2,774 億円

であるが、そのうち毎年 1,090億円が島外へ流出していることが分かっており、地域経済

縮小の影響を緩和していくには、島内で資金が循環する仕組みの構築が重要であることが

うかがえる。 

このため、本ビジョンでは、島内で資金が循環する仕組みの構築を念頭に置きながら、

以下に示す５つによる経済活性化戦略を定める。 

第一に、産業の振興を図るため、農林水産物を中心とした６次産業化・農商工連携を推

進するとともに、起業・第二創業による新たな雇用の拡大、創出を進める。さらに、生産・

加工・販売までを一貫してプロデュースする民の活力を利用した地域商社の育成に向けて

の研究を進める。また、地元企業優先発注の検討や地産地消の強化により、島内で資金が

循環する仕組みづくりの構築を進める。 

 第二に、世界農業遺産と世界遺産等の登録を目指す佐渡金銀山、佐渡ジオパークの世界

的３資産をはじめとした、佐渡の地域資源を観光資源として活かした観光地域づくりを進

める。このため、佐渡版ＤＭＯの構築を進める中で、各種データに基づくターゲット別の

戦略を構築し、１次産業や地域などと連携した滞在交流型観光を推進する。また、観光客

の利便性・快適性を高め、満足度の向上を図るため、新潟空港、新潟駅から新潟港までの

アクセスの改善、トイレの洋式化や看板の設置、Ｗｉ－Ｆｉ環境の充実など、ハード・ソ

フト両面での受入態勢の充実を図る。 

また、これまであまり活用されてこなかった島内の有形無形の文化財を積極的に活用す

ることで新しい佐渡の魅力を最大限に発揮する。さらに、佐渡産品を活用した市内で加工

するお土産の開発・販売を進め、観光消費により島内で資金が循環する仕組みの構築を進

める。 

 第三に、市民の利便性の向上、島内産業の島外販売強化及び交流人口の拡大に向け、交

通ネットワークのさらなる充実を図る。特に、新たに創設される「地域社会維持推進交付
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金（仮称）」及び離島活性化交付金の支援制度を積極的に活用し、人・物の航路運賃の低廉

化・利便性の向上を図る。また、島内公共交通体系は、市民の生活交通であることを基本

としつつ、島外者の利便性にも配慮した交通ネットワークの構築を検討するとともに、交

通空白域の解消に向けた取組を進める。 

第四に、市民が安心して暮らすことのできる佐渡の活性化に向けた地域づくりを進める。

高齢者や障がいのある人が安心して働き、暮らせる地域づくりについては、地域住民が一

体となった「支えあい」を基本とした高齢者や障がいのある人への支援の充実が必要であ

り、特に、高齢者が元気で活躍できる社会づくりや子どもの発達支援・若者支援対策のた

め、社会福祉や高齢福祉分野だけでなく、産業と教育分野との連携を進める。 

また、持続可能な地域づくりに向け、官民協働により地域の魅力・価値の向上を図ると

ともに、「来る」「暮らす」「働く」の一体的な取組により、移住・定住を推進する。佐渡の

活性化を図るためには人材育成が必要であるという認識の下、明日の佐渡を担う人づくり

を目指し、郷土愛を軸とした教育を進めるとともに、産業振興のための人材育成・確保と

女性が社会参加できる環境の充実を進める。 

また、トキと人が共生する豊かな自然や美しい景観を未来へ継承するために自然と環境

にやさしい公共事業を進め、市民のみならず佐渡を訪れる方々にも愛される魅力あふれる

地域づくりを目指す。 

第五に、災害に強い島づくりについては、東日本大震災や熊本地震の教訓から災害への

対応力の強化が求められていることから、佐渡市地域防災計画の見直しと業務継続計画の

新規策定、公共施設等の耐震化などハード・ソフト両面での対策を進める。 

 

 

１ 産業の振興 

 

離島である佐渡は、大企業の誘致による雇用の拡大や規模拡大によるスケールメリット

の追求が困難であることから、地域経済分析システム、産業連関表を活用した分析に基づ

く戦略や、農商工連携による島内循環型の生産活動の促進と企業の第一次産業への参入の

促進が必要である。その中で、地産強化による地場産業の活性化から経済波及力を高める

ことと地域資源を活かした６次産業化や自然共生ブランドを背景とした佐渡米に加え、果

樹、野菜などの施設整備による複合型経営の推進と自然エネルギーを活用した一層の環境

型農業ブランドの推進から高付加価値化と販売力の向上を進め、あわせて産業間や企業間

の連携の促進により、地場産業の再生と雇用の確保を進める必要がある。 

また、人口減少等による生産労働力の低下については、移住・定住を促進し、Ｕ・Ｉタ

ーン者を確保するとともに、高齢者や障がいのある人、女性の力でカバーする生産体制の

整備、さらに経営の安定のための販売網の構築等を総合的に進める必要がある。 
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（１）農林水産業の振興 

農林水産業は、朱鷺と暮らす郷づくり認証米や世界農業遺産認定などにより国内外で

評価を得ているものの、生産性が低く担い手が減少していることや、小規模多品目生

産が主体であることから、大規模生産、大量物流を基本とした従来の市場流通だけで

の対応は困難である。 

佐渡の強みである豊かな自然と環境など自然エネルギーの利用を進めながら、佐渡米

未来プロジェクト品質向上９０の取組で、その地域条件にあった適切な栽培管理の実

践により高品質化を図り、島内全域でブランド力を高め、高付加価値化を進めるとと

もにブランド力を武器とした生産と販売を両輪に自然共生型生物多様性販売戦略を進

める。 

 

ア 持続的な経営の展開 

農林水産業の担い手の確保のためには、経営の安定化を目指すことが喫緊の課題であ

る。中でも農業は、本市の基幹産業として重要な位置付けにあり、米の品質を高め、一

層のブランド化を図る佐渡米未来プロジェクト品質向上９０の取組を強化しながら、「佐

渡版所得補償制度」の継続による所得の確保と、果樹、野菜などの園芸生産への施設支

援からの生産拡大を促し、複合経営化による所得確保からの経営安定を図る。さらに、

農業に自然エネルギーを最適に取り入れることによる環境型農業モデルのブランド化や

複合型農業モデルにより、経営の安定化、雇用の拡大、農業での起業の創出を図る。 

また、世界農業遺産の認定により、国内外から評価された自然共生と生物多様性のブ

ランドに加え、自然エネルギーを利用した環境型農業モデルを販売戦略の中心とし、高

付加価値販売が可能な販売網を確保し、経営安定を進める。 

水産業については、将来の持続可能な漁業環境に向けた魚場造成や栽培漁業の推進な

ど、資源管理回復と製氷施設や流動氷の積極的な活用による鮮度管理を重視した佐渡産

水産物のブランド力の強化を図る。また、販売力を強化するため、生産・加工・販売が

連携した取組を推進するとともに、首都圏における産地直送の仕組みの構築を目指し、

漁業所得の向上と産地間競争に負けない産地づくりを図る。 

林業については、森林経営計画を策定し、高性能機械導入による佐渡産材の低コスト

化やバイオマスエネルギーと生産促進計画の連携による佐渡産材の島内循環の仕組みづ

くりを研究する。 

 

イ 組織化と法人・団体等の規模拡大 

離島である佐渡は、大企業の誘致による雇用の拡大や大規模化によるスケールメリッ

トの追求は、困難であるものの経営の安定、雇用の確保には、一定の規模拡大は必要で

ある。 
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農林水産業従事者の高齢化等により、経営の持続が困難となっていることから、地域

に合った組織化、協業化、法人化に加え、複合型経営など個人農家の経営安定、新規就

農支援金を活用したＵ・Ｉターン者の確保など、営農や農地保全が安定的に継続できる

個人経営を含めた多様な経営体の育成を図る。 

あわせて、単なる補助金による支援から脱却し、官民連携による担い手育成の中長期

ビジョンの策定や、新たな法人の設立、法人の規模拡大などの支援を進める。 

 

ウ 多様な担い手の確保 

産業活性化に不可欠な若い担い手を確保するため、地産の強化による雇用の場の創出

や若者が島に定住、あるいは将来島に戻ってくる人材育成の仕組みを構築する。 

また、近年、田舎暮らしを希望する若者や退職者世代等が増えていることから、担い

手となるＵ・Ｉターン等の受入態勢の整備を進めるため、米を補完するおけさ柿、ルレ

クチェなどの果樹の生産力・販売力の向上とともに、施設園芸の強化などにより、地場

産業を育成し、経営体の安定化により雇用の拡大を図る。 

さらに、地域おこし協力隊など佐渡に関心のある都市住民の移住の促進による人材を

確保し、農業を活かした都市との交流や地域の情報発信等を積極的に行い、地域活性化

につながる仕組みづくりを進める。 

 

エ 自然共生を基本とした販売戦略 

産業振興は、生産面と販売面を両輪として捉えていくことが必要であるため、園芸作

物の強化による複合経営や法人の大規模化及び６次産業化、農商工連携による起業参入

など、担い手の確保等の生産力強化とあわせ、出口の販売力強化が重要である。そのた

めには、これまでのトキや世界農業遺産認定、棚田ブランド等に加え、自然エネルギー

を最大限に活かしながら、自然・環境を活用したブランディングと佐渡米未来プロジェ

クト品質向上９０などの取組による小規模ながら高品質である特徴を活かし、ターゲッ

トを絞った販売戦略や地産地消による販路拡大を推進する。 

 

（ア）生物多様性佐渡戦略の推進 

多様な生きもののつながりがもたらす恵みの中で、人間は生きているという生

物多様性が世界でも注目されており、本市は、里山、里海の整備やレジ袋ゼロ運

動等、トキの野生復帰に向けた環境への取組が、「エコアイランド佐渡」として、

循環型社会のイメージ向上につながっている。 

そこで、トキをはじめとする生きものが共生する環境づくりに向けた様々な取

組を販売ブランド力の向上につなげるため、世界農業遺産認定により証明された

国際的な価値や大学等と連携した学術的な証明を付加価値として、佐渡の農林水
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産物等の販売につながる仕組みづくりを進める。 

 

（イ）更なる環境イメージアップ 

エコアイランド推進のための環境施策として、太陽光等の自然エネルギーの活

用、電気自動車等低公害車の普及促進、天然杉の保存と活用等の環境関連事業を、

生物多様性佐渡戦略の一環として推進する。 

また、適切な森林整備により発生するバイオマスの農業等への利用促進と地域

資源を活用した環境と経済の好循環を図り、本市の環境への取組をアピールし、

大学や企業等との交流を通して島外資本の活用とイメージアップを目指す。また、

もみ殻を活用した有機肥料についても、島内での拡大を進め、安全・安心と資金

が循環する農業体制の構築を目指す。 

 

（２）起業・第二創業の推進 

専門知識の習得や資格取得の支援、産学官金が連携した創業支援ネットワークによ

る多様な形態の起業の促進及び、新たに創設される「地域社会維持推進交付金（仮称）」

の支援制度を最大限に活用しながら、若者等の起業、第二創業及びＩＣＴを活用した

在宅ワークを推進し、島内に元気な産業と安定した雇用を創出する。 

 

（３）６次産業化を中心とした高付加価値化の推進 

産業間の生産波及力を持続させて佐渡市民の所得確保を図るため、６次産業化、農

商工連携、企業連携、第二創業化、ＩＣＴの利活用等により、生産・加工・販売まで

の一貫した体制を整備するとともに、商品開発や販売促進のため産学官金の連携を進

める。また、販売面においては、大きな課題となっている海上輸送費について、離島

活性化交付金や、新たに創設される「地域社会維持推進交付金（仮称）」など国の支援

制度を最大限活用し、コスト削減による競争力のある産業の育成を進める。 

 

（４）外貨獲得のための島外販売と島内循環の強化 

販売戦略にとって重要なことは、「外貨獲得」のための島外への販売をしっかりと

行うことである。そのため、地域経済分析システムの活用による綿密なマーケティン

グによるターゲットを絞った販売戦略の策定、これまでのトキや世界農業遺産認定、

棚田等、佐渡の豊かな自然・環境を活用したブランド化に加え、自然エネルギーを最

大限に活用した環境型農業モデルの構築によるブランディングと生産・加工・販売ま

でを一貫してプロデュースし、地域内外に販売する民の活力を活かした地域商社の育

成への研究を進める。 

また、島内経済の活性化には、島内で資金が循環する仕組みづくりが必要である。
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そのためには、島内で生産、加工したお土産物等を観光客に提供する観光地域づくり

の推進、佐渡の豊かな自然から生み出された産品を加工・販売する体制の整備、自然

エネルギーの活用、市の物品調達等の地元企業優先発注の検討など、様々な取組を進

める必要がある。あわせて、市民の地産地消への認識度が８割に向上していることか

ら、市民の地場産品の購買行動を促進し、島内で資金が循環する仕組みづくりを進め

る。 

 

ア 市民が佐渡の物を消費する仕組みづくり 

家庭、学校、地域において、地場産品の良さを知り、「佐渡の物を買おう」という

意識啓発を行い、地産地消への理解を深める。地産地消月間などのイベント、直売所、

サドメシランを通じた地場産品を購入できる機会を創出するとともに、学校、保育園

給食を通じた食育の推進、郷土料理レシピ集の活用を進め地場産品の購買行動を推進

する。 

 

イ 観光客等に佐渡の物を提供する仕組みづくり 

市民の消費拡大を図る一方で、観光客に佐渡産品を提供できるよう島民一丸となった

観光地域づくりを進める。ホテル、観光施設等において、佐渡産食材を用いた食事の提

供、また、佐渡産品を活用し、佐渡で製造されたお土産を充実させることにより、観光

客の満足度向上と経済の島内循環を進める。 

 

 ウ 生産・加工・販売の島内循環の仕組みづくり 

佐渡には、豊富な産品があるにもかかわらず、その産品を加工し、販売できる施設が

極めて少ない。佐渡産品を島外へ移出し、島外で製造、再度、島外から移入し、販売し

ている現状を踏まえ、佐渡の豊かな自然から生み出された産品の付加価値を高める加工

施設の設置計画の検討を行うとともに、農商工連携と６次産業化を促進し、生産・加工・

販売までを一体化したシステムづくりを進める。 

 

 エ エネルギーの島内循環の仕組みづくり 

省エネルギー化対策、自然エネルギーの活用、低公害車の普及促進など、事業活動や

日常生活において、化石燃料使用低減を推進するとともに、環境に優れた技術を活用し

たエネルギーの自給について、大学等と連携し、調査研究を進める。 

 

オ 物品調達等発注方法の工夫による島内循環の仕組みづくり 

本市発注の物品調達をはじめとした事業について、市内業者がより一層、受注しやす

い発注方法を検討し、島内で資金が循環する仕組みづくりを進める。 
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２ 観光地域づくりの推進 

 

地域観光を取り巻く環境は変化しており、団体旅行から個人旅行への移行が進んでいる。

団体旅行は、旅行エージェントの送客の受け地として観光事業者だけで体制を整えていた

が、近年は多様なニーズの個人客が増え対応しきれなくなっている。今後は、観光事業者

のみによる観光地としての発展を目指すのではなく、市民が観光を活用した地域づくりに

取組み、市民と観光客の双方にとって魅力ある、「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づ

くりが必要である。このような中で、観光地経営の視点に立った観光地域づくりの舵取り

役となる日本版ＤＭＯの構築が求められている。本市には世界的３資産に代表される自然、

歴史・文化など多種多様な地域資源を有しており、観光事業者のみならず１次産業をはじ

めとした多様な関係者を巻き込んだ佐渡版ＤＭＯの構築が必要である。 

また、本市の観光は 11 月から３月の冬期がオフシーズンとなっていることから、年間

を通し安定した雇用の確保が困難となり、さらには観光客に対するおもてなしの心を醸成

する機運を阻害することにつながっている現状にある。 

 

（１）佐渡版ＤＭＯを中心とした滞在交流型観光の推進 

世界的３資産をはじめとする自然、歴史・文化などの地域資源を活用した滞在交流

型観光を推進し、旅行消費額、延べ宿泊数、来訪者満足度、リピート率の向上を図る。

そのために、当市の特殊性にあった観光地域づくりを観光事業者のみならず、１次産

業などの多様な関係者の合意形成のうえ観光の牽引役としての地域経営の視点に立っ

た佐渡版ＤＭＯを構築し、戦略に基づく一元的な情報発信やプロモーションを行う。 

 

ア ターゲット別戦略 

各種データに基づきターゲットや顧客ニーズを的確に分析し、ニーズに合った観光地

域づくりを行い、全島に散在している観光資源に物語性を付加し体系的にコーディネー

トしたうえで、的確に顧客に届くようなプロモーションなどのターゲット別の戦略を構

築する。特に、首都・中部・関西圏及び欧州・米国・豪州や富裕層に対する戦略は重要

である。 

 

イ 観光と他の産業等との連携 

観光地域づくりは、観光以外の他の産業や地域が観光を活用して「稼ぐ」ことが重要

であることから、産業間連携の仕組みづくりを行う。特に１次産業の生産と加工、誘客

を一体化したシステムづくりを進めるとともに、土産物については、多様な産業間連携

の中で、佐渡産品を活用して佐渡で製造したオリジナル商品の提供体制を構築する。 
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ウ 通年観光の推進 

通年観光を推進するためには、佐渡の隠れた魅力である冬景色や伝統芸能、食などの

魅力を顧客ニーズに的確に応えられるようコーディネートをしたうえで、比較的時間に

余裕のある旅慣れた個人客やＦＩＴに向けて、ＩＣＴなどを活用し効果的に発信や口コ

ミでの拡散を意識したプロモーションを推進する。 

 

エ インバウンドの強化 

日本全体で縮小する国内旅行マーケットからインバウンドの取り込みに重点を移す

必要がある。ミシュラングリーンガイドやジャパンガイドで佐渡が広く紹介されている

ことから、外国人にとって魅力ある地域であるため、訪日外国人観光客のニーズに合せ

たプログラムの開発に合せ、海外の旅行者へ直接届くようＩＣＴを活用した情報発信や

話題性を意識したプロモーションを推進する。 

あわせて、国際競争力の高い魅力ある観光地を形成するために、新潟市をはじめ他地

域との広域観光連携を促進し、広域観光ニーズへの対応や長期滞在・回遊性の向上促進

等を進める。 

また、近年増加しているクルーズ船が入港する際の受入体制の充実や新潟空港及び新

潟駅から新潟港までのアクセスの改善を図る。 

 

（２）受入態勢の充実 

リピーターを増加させるためには、観光客の満足度を高めることが重要であること

から、ソフト・ハード両面での環境整備が必要である。 

 

ア ソフト面の整備 

観光客にとってガイドの有無やスキルは、満足度に大きな影響を与える。そのため、

佐渡全体を案内できる観光ガイドと外国人観光客に対応できる通訳案内士の養成を図

る。あわせて、観光客の利便性を向上させるため、観光案内所の充実やガイドの受付窓

口の一元化等の仕組みを構築する。 

また、観光ガイドを補完するため、ＩＣＴを活用したガイドシステムの導入や観光パ

ンフレットの見直しにより、外国人にとっても利便性が高く、満足度を得られる仕組み

及び滞在しやすい環境づくりを検討する。 

 

イ ハード面の整備 

トイレの洋式化や分かりやすい案内看板の設置、Ｗｉ－Ｆｉ環境の充実、駐車場の整

備等、お客様目線で受入環境の整備を進める。 

また、近年文化財や歴史的建造物の活用に期待される効果や役割が拡大していること
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から、文化財や歴史的建造物などを活かした観光交流の推進など、文化財等の特性や保

存に配慮しながら魅力を一層引き出すような形で積極的な活用、発信を行う。 

年々、宿泊キャパシティが減少していることから、大規模なイベントや世界遺産登録

による集客力に対応できるよう、農家漁家民宿や民泊など多様な宿泊形態のあり方を検

討する。 

トライアスロン、ロングライド等自転車によるスポーツツーリズムの交流人口が増加

していることから、自転車道の整備を含めた受入環境の強化について検討を進める。 

離島である佐渡にとって交流人口の拡大、観光振興の強化には重要港湾である両津港

及び小木港の港湾機能のより一層の充実強化が必要であり、賑わい空間・親水空間の整

備や最近寄港数の増えているクルーズ船の受入施設の整備を県と連携して進める。 

 

 

３ 交通ネットワークの充実 

 

市民の安全・安心、産業振興及び観光客をはじめとする交流人口の拡大を推進するため

には、交通インフラの充実は重要であり、持続可能な循環型社会の実現に向けた経済活性

化の基盤となるものである。 

 

（１）航空路の整備 

本市は、本土との交通手段のほとんどを航路に頼っている現状にあるが、長い移動時

間や、冬季欠航による孤立等のハンディは、医師確保や企業進出、交流人口の拡大等

に大きく影響し、島外者が佐渡を体験する機会を阻害する原因にもなっている。一方、

国内における高速交通網は整備が進められ、本市以外の離島は着実に空港整備が行わ

れてきた。 

現在、佐渡新潟航空路線は運休状態であることから、早期に再開できるよう新潟県と

ともに航空機の選定や運航計画など航空機会社と折衝している。 

市内には世界的３資産を有することや、トキの野生復帰などにより国際的な注目も高

まっていることから、佐渡新潟線の早期再開に取組みながら、国内外の一層の交流を

促進するため、首都圏等との直行便が就航可能な滑走路の拡張整備が必要不可欠であ

る。 

また、災害などの緊急時に人員・物資輸送強化の観点から、自衛隊機を含めより多く

の救援機を受け入れるためにも、滑走路の拡張整備を事業化し、首都圏等との直行便

を開設するよう、県とともに取組を進める。 

平成３年に事業計画が策定されてから数十年経ってもいまだに事業化に至っておら

ず、喫緊の課題として早急に対処しなければならない。 
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（２）佐渡航路の安定と充実 

佐渡航路は、島民生活及び産業活動にとって、極めて重要な交通インフラである。佐

渡航路を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえて、国・県・対岸市・運行事業者が連

携する中で、人の往来や物資の輸送手段として課題となっている航路運賃の低廉化を

図るとともに、航路の安定運航及び運航体制の充実が不可欠である。 

 

ア 航路の活性化 

佐渡航路を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえて、新潟両津航路、小木直江津航路、

寺泊赤泊航路のそれぞれの優位性、就航船の特性を活かした航路のあり方を検討し、

航路の活性化を進める。 

 

イ 運賃低廉化及び利便性の向上 

観光誘致や交流人口の拡大、「外貨獲得」など産業の振興を図るうえで、人と貨物の

航路運賃の高さが常に障害となっている。運航事業者の経営努力を促すとともに、新

たに創設される「地域社会維持推進交付金（仮称）」や離島活性化交付金など国の様々

な支援制度の活用や県、対岸市と連携して、運賃の低廉化を図る。 

また、快適な船旅の提供や社会情勢に見合った取組を進め、運賃の多様化、交流人口

の拡大及び利用者の利便性の向上を図る。 

  

（３）島内公共交通体系の整備 

市民の生活交通の確保、観光二次交通の充実等のため、島内公共交通体系の整備が必

要である。 

具体的には、過疎化・高齢化に対応した効率的な路線網への見直しを行うとともに、

港湾、観光施設、学校、病院等を中心とした利便性の高い公共交通網を構築し、学生

や高齢者などの交通弱者が使いやすい生活交通を維持する。さらに、交通空白地帯の

解消に向けた新たな公共交通網の検討を進める。 

また、観光客の島内移動交通確保のため、世界的３資産へのアクセスを考慮した交通

体制の整備や利用者のニーズにあった路線の見直し、多様な交通手段の提供など、交

通事業者と連携した取組を強化するとともに、増加する外国人観光客の受入体制の整

備を図る。 

 

（４）道路の整備 

道路は市民誰もが、安全・安心に暮らせる豊かな地域を実現していく上で必要不可欠

であるほか、地域産業・経済への波及効果をもたらす重要な交通インフラである。市

全域に視野を広げ、市民生活に支障をきたしている未改良区間の整備を優先して進め、
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周辺地域との格差解消を図るとともに、病院や福祉施設、港湾、空港、観光施設等へ

のアクセスの改善や地域との協働による沿道修景美化の取組を進めながら魅力あふれ

る島づくりなど、交流人口の拡大に資する道路整備を県と連携を図りながら進める。 

また、既存道路施設の計画的な修繕・更新により道路ネットワークの信頼性を高め、

広域防災、緊急医療の観点からも災害に強い道路づくりを県とともに進める。 

一方で道路については、観光・交流への影響も大きく、特にロングライドなど自転車

によるスポーツツーリズムの交流人口が増加傾向にあることから、受入環境の充実を

図る。 

 

 

４ 佐渡活性化に向けた地域づくり 

 

人口減少等により過疎化、少子高齢化が進む中、子ども、高齢者等全ての市民が安心し

て暮らし続けながら、元気に活躍できる地域づくりは、持続可能な循環型社会の実現に向

けた地域活性化の基盤となるものである。 

子どもから高齢者までの全ての世代が健やかに暮らし続けるためには、佐渡の自然、産

業、人情の豊かさを活かした、医療・介護・福祉の連携による地域づくりが重要である。 

子育て環境の充実や元気な高齢者の活躍環境の醸成など、佐渡版地域包括ケアシステム

の構築に向けて、各世代が活躍できる仕組みづくりや、地域での自助、共助の仕組みづく

りと関係機関との連携体制の強化に取組む。 

また、持続可能な地域づくりを進めていくためには、移住者の受入れや、自立できる地

域コミュニティの強化が必要である。地域の特色を活かし、支所等が拠点となった地域住

民との協働による、受入体制の整備や自主的な地域づくりを進める必要がある。 

 

（１）医療・介護・福祉の連携体制の実現による暮らしやすい地域づくり 

高齢化や人口減少等が進行する中で、子どもから高齢者まで一人ひとりの市民が、健

やかに自分らしく日々の生活を送れるよう、佐渡の豊かな資源を活かした医療・介護・

福祉の連携体制を実現する。 

 

ア 健やかに一生涯を送れる島づくり 

市民が、佐渡で健やかに育ち、学び、自らの能力を活かし、年齢を問わず、いつまで

も社会参画することができる切れ目ない各世代に応じた支援体制を構築する。 

 

（ア）医療供給体制の維持・拡大 

離島である本市においては、島内で完結できる医療供給体制の確保は、出産・
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子育て世代から高齢者まで全ての世代で重要であり、加えて、昨今頻発する自然

災害に備えるためにも必要不可欠である。 

このことを踏まえ、佐渡市医療構想に基づき、各病院が地域の医療拠点として

の役割や「かかりつけ医」として外来診療機能を維持・確保できる取組を進める。 

 

（イ）子育て環境の充実 

子育てを取り巻く環境が大きく変化する中、多様なニーズへの対応や保護者の

就労と子育ての両立を支援するため、乳幼児期から青年期までのそれぞれのライ

フステージに応じた切れ目のない支援体制の構築が求められている。 

このため、保健・医療・福祉・教育が連携し、健やかな妊娠・出産をサポート

するとともに、発達支援などの個に応じた適切な支援や経済的、精神的負担の軽

減を図るなど、全ての子どもが健やかに育つ環境づくりを進める。 

また、子どもたちが地域で健やかに育つための生涯教育の充実を図り、地域全

体で支える仕組みづくりを進める。 

なお、子育て支援の強化を図るため、組織体制の一元化の検討を進める。 

 

（ウ）元気な高齢者の活躍環境づくり 

本市の人口の４割を占める高齢者の多くは元気な方々であることから、長年培

ってきた知識、経験、技能を活かし地域で活躍できる環境づくりを進める。 

また、積極的な社会参加や学習・健康づくり活動、ボランティア活動などへの

参加機会の提供に努め、高齢者がお互いを支え合い、交流することにより、活力

ある地域社会の実現を図る。 

 

（エ）健康寿命の延伸に向けた健康づくり 

元気な地域づくりには、健康寿命の延伸が重要な課題である。そのため、子ど

もから大人まで、各世代に応じた健康への意識づけを行い、市民協働による健康

づくりの活動を推進する。 

特に、歯科保健の推進、食育、認知症の初期支援等は、健康寿命の延伸につな

がることから、積極的に推進する。 

また、こころの健康については、市民にその重要性を浸透させるとともに、相

談支援体制の充実や関係機関とのネットワークの強化を推進する。 
 

（オ）障がいのある人への支援の向上 

人間は誰しも欠点や足りないところを持っており、それぞれが支え合い、補い

合いながら生活しているが、市民の障がいに対する理解や個人の特性を把握する



 

- 39 - 

 

ことで、障がいのある人が、さらに暮らしやすい環境づくりを推進する。 

また、障がいのある人自身の自己決定と自己選択を尊重し、自らの意思で自分

らしく生活できるように、障がい福祉サービスの提供体制の確保や相談支援体制

の強化、グループホーム等の居住施設の充実を図るとともに、地域支援の拠点づ

くりを推進する。 

 

イ 佐渡版地域包括ケアシステムの構築 

住み慣れた地域で、医療・介護・福祉の連携したサポートが受けられる地域包括ケア

システムを、平成 37年度までに構築する。 

その上で、佐渡ならではの地域包括ケアシステム体制の整備を進める。 

 

（ア）地域包括ケアシステムを支える人材の確保とネットワークづくり 

地域包括ケアシステムを支える医師、看護師、リハビリテ―ション専門職、介

護従事者などの医療と福祉人材の確保は喫緊の課題である。 

佐渡の自然や環境、スポーツイベントなど魅力あふれる島であることを発信し、

若者の定住やＵ・Ｉターン者の移住を進めることで、医療や福祉を担う人材確保

に取組む。 

あわせて、認知症予防・介護予防を推進するため、ＮＰＯ団体等の民間事業者

の育成支援や、参入しやすい環境の整備を行う。 

また、「さどひまわりネット」の活用や、医療･福祉専門職の人的ネットワーク

の構築により医療･介護サービスの連携・充実を目指す。 

 

（イ）佐渡版地域包括ケアシステム実現への方策 

佐渡版地域包括ケアシステムを構築するためには、高齢者や障がいのある人な

どが、必要な時に医療や介護サービスを受けられる移動手段の支援や、就労等を

希望する人への支援が必要である。 

あわせて、地域が連携し、共助・見守りなど多くの市民が参画できる体制づく

りが必要である。 

そのためにも、高齢者への路線バス運賃割引きサービスなどの移動手段の支援

や、高齢化と担い手不足が深刻化している農業分野と障がいのある人々に対する

雇用機会の提供を結びつけることにより、障がいのある人や高齢者などが、農業

などの産業分野で活躍できる連携体制の構築を進める。 

見守りの支援については、行政や専門職だけでなく、地域住民との連携が必要

であることから、「緊急医療キット」による集落での共助の取組や、郵便局や運送

事業者など地域に密着する民間事業者との連携を進める。 
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あわせて、認知症の方の目線に立った支援を行うため、必要な知識を習得した

認知症サポーターに多くの市民に参加してもらえるよう取組を推進する。 

また、地域包括ケアシステムを実現するワンストップ相談窓口の開設を目指す

ことで、市民の利便性の向上を図る。 

 

（２）佐渡に暮らしたくなる元気で魅力的な地域づくり 

持続可能で健全かつ元気な地域づくりを進めていくためには、地域住民と関係機関等

が連携・協働し、地域の魅力や価値を高めていくとともに、地域活性化につながる移

住者の受入れを積極的に進める。 

 

 ア 移住定住への仕組みづくりの促進 

 都市部等に住む移住希望者に向けて、空き家や就業に関する情報、医療・福祉・子

育てなどの暮らしの情報等を発信するとともに、モニターツアーや短期滞在等を通し

て佐渡への定住につなげる仕組みづくりを進める。また、地域おこし協力隊制度を活

用し、若い世代の移住・定住を推進する。 

 

 イ 雇用の創出と定住環境の充実 

移住希望者にとって、就業の場と居住の場が重要となる。そのため、農林水産業や

観光の振興における産業間連携により幅広い就業機会の創出を図り、移住希望者との

求人・求職のマッチングを図る。また住居については、地域の特色ある家屋をはじめ

とした空き家の活用等を図り、スムーズに移住できるようにサポート体制を充実する。 

  

ウ 市民協働による活力ある地域づくり 

 過疎化や少子高齢化により、伝統芸能の継承や集落運営が困難になるなど、地域コミ

ュニティの弱体化が進んでいるため、地域おこし協力隊等の外部人材を活用するととも

に、企業・ＮＰＯ団体・大学等との連携・協働体制の仕組みや、地域包括ケアシステム

構築の推進による地域自立組織化に向けた連携支援の仕組みづくりを行い、地域力の向

上を図る。 

 さらに、若者が出会い、交流する場を多岐にわたって創出することで、定住や少子化

対策を推進する。 

 また、地域の特色ある発展を目指すため、自治会、集落、地域活動団体などが企画・

提案し実践する独自性を生かした自主的な地域活動を促進し、支所等が地域の拠点とな

って地域住民との協働による個性豊かで活力ある地域づくりを推進する。 
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エ 環境にやさしい公共事業による地域づくり 

 トキと人が共生する豊かな自然や美しい風景を保全し、未来へ継承するために、特に

河川の自然再生等において、生物多様性や景観に配慮した自然と環境にやさしい公共事

業を地域住民と共に進め、市民のみならず佐渡を訪れる方々にも愛される地域づくりを

目指す。 

 

（３）未来につながる人材の育成と確保 

明日の佐渡を担う人づくりを目指して、佐渡市教育大綱の基本目標の一つである郷

土愛を軸にしたキャリア教育を推進するとともに、女性の社会参加の環境づくりと地

域や産業のための人材の育成・確保を進める。 

 

ア 多様な次世代教育の仕組みづくり 

佐渡の活性化には、佐渡学や地域産業を学ぶ郷土愛を軸にしたキャリア教育の推進

により、佐渡に貢献しようとする人の３つの姿、「佐渡で成長し活躍する人」、「佐渡に

帰り心身ともに大きくなって活躍する人」、「佐渡を外から支え応援する人」の人材を育

成していく必要がある。そのため、郷土への誇りと希望を合わせもつ豊かな人間性・社

会性を備えた人材を育てるための学校・家庭・地域・企業による連携や、公民館を拠点

にした地域コミュニティ活動に子どもが参画できる環境整備など、社会全体で子どもを

支える仕組みづくりを進める。 

また、教育支援としての奨学金制度は、国・県の動向を注視しながら、対応を検討

する。 

 

イ 地域や産業のための人材の育成・確保 

本市の産業や地域の活性化には、産業横断的・客観的な視点を持った人材や、地域産

業に精通した人材が不可欠である。 

このため、島外の企業や大学等との人材交流の促進や、島外企業や先進地域への研修

を通じ、あらゆる分野での企画力、指導力のある人材の育成を推進する。 

あわせて、外部の優秀な人材を導入することにより、地域や産業の活性化を図る。 

また、専門技術や資格取得を学ぶ学生に対して率先して島内でインターンシップを実

施し、佐渡を雇用の場と捉える環境を整備する。さらに、これらの人材に加えて大学生

やＵ・Ｉターン者等を活用することで、専門性の高い技術を有する人材の確保を推進す

るとともに、地域産業を盛り上げるため、高齢者や女性の力を活かした働く仕組みを構

築し、活動人口の増加を推進する。 
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ウ 女性が社会参加できる環境の充実 

女性活躍推進法の施行により、今後ますます女性の活躍の機会が増加することが見込

まれることから、家庭と仕事の両立のための環境の整備に取組むほか、男女共同参画を

推進することで男女が協力して子育てや家事に取組む意識付けを啓発する。 

 

 

５ 災害に強い島づくり 

 

市民が安心して健やかに暮らし続けるためには、災害に強い島づくりは重要であり、持

続可能な循環型社会の実現に向けた経済活性化の基盤となるものである。 

東日本大震災の教訓から「災害への対応力の強化」が求められている。さらに、平成 28

年４月に発生した熊本地震を教訓とした体制整備や水道等のライフラインの整備・更新及

び持続、公共施設等の整備及び適正管理などのインフラ整備は必要不可欠である。 

災害から命や地域を守るため、佐渡市地域防災計画の見直しを図りながら、地域の組織

力の向上と人材育成や体制の整備、減災対策において、ハード・ソフト両面での対策を進

める。 

 

（１）組織力の向上と人材育成 

自主防災組織や事業所などに防災リーダーを養成し、防災訓練等の活動の活発化、

地域防災力の強化及び防災意識の高揚を図るとともに、消防団の機動力強化や消防団

員が地域に密着した活動ができる環境整備を進める。 

また、市内全域で高度な救急医療行為を迅速かつ的確に行えるよう、救急救命士の

養成や救急隊員の資質向上に努めるとともに、市民に対する応急手当の知識・技術の

普及啓発を図る。 

 

（２）体制整備 

東日本大震災の教訓から、「早く知らせること、早く逃げること、早く対応するこ

と」を実現するため、緊急情報伝達システムを核とした迅速かつ確実な情報連絡網を

整備するとともに、警察・自衛隊等の各種団体との連携を推進する。あわせて地域防

災マップ、避難路整備、防災訓練等による避難態勢の再構築、自主防災組織や各地域

集落の対応力の強化を図る。 

さらに熊本地震の教訓から、大規模災害時の行動手順や優先すべき業務をあらかじ

め定めておく業務継続計画や避難所運営マニュアルの整備を進めるほか、非常時に市

民のライフラインを確保するため、水道・下水道施設等の整備・更新における耐震化

や維持管理体制の充実を図り、離島に必要不可欠な岸壁の耐震化等の事業化など、災
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害に強い島づくりを進める。 

 

（３）減災対策 

公共施設の耐震改修を最優先とし、民間住宅等の耐震化を促進するとともに、老朽

危険家屋対策や長寿命化計画によるインフラ施設の維持管理により減災対策に取組む。 



６ 持続可能な循環型社会の実現に向けた経済活性化戦略指標 
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中項目 小項目 細項目 指標 現状 H31目標

(1)農林水産業の振興 ア　持続的な経営の展開
主要農産物の販売額 6,294百万円/年 6,400百万円/年

イ　組織化と法人・団体等
の育成

農業生産法人及び生産
組織数

35団体(累計) 75団体(累計)

ウ　多様な担い手の確保
新規就農者数 14経営体/年 34経営体/年

（ア）生物多様性佐渡戦略
の推進 朱鷺認証米取組農家数 684戸（累計） 800戸（累計）

（イ）更なる環境イメージ
アップ

電気自動車及び太陽光
エネルギー補助件数

57件/年 80件/年

(2)起業・第二創業の
推進 若者U・Iターン支援数 ― 80人/年

(3)６次産業化を中心
とした高付加価値化
の推進 市内総生産 1,912億円/年 2,000億円/年

ア　市民が佐渡の物を消
費する仕組みづくり 地産地消の市民理解度 ― 90％

イ　観光客等に佐渡の物
を提供する仕組みづくり 地産地消プラン取組ホテ

ル軒数
2軒（累計）

佐渡観光旅館連盟加
盟数の80％
　　　　（累計）

ウ　生産・加工・流通・保
管販売の島内循環の仕組
みづくり

エ　エネルギーの島内循
環の仕組みづくり

オ　物品調達等発注方法
の工夫による島内循環の
仕組みづくり

ア　ターゲット別戦略
修学旅行人数 18,761人/年 19,000人/年

イ　観光と他の産業等との
連携

観光客一人当たり平均宿
泊日数

1.56泊 1.61泊

(1)観光の振興 ウ　通年観光の推進

(1)観光の振興 エ　インバウンドの強化
外国人観光客数 1,510人/年 5,000人/年

(2)受入態勢の充実 ア　ソフト面の整備
合宿誘致延泊数 5,059泊/年 7,000泊/年

(2)交流人口の拡大 イ　ハード面の整備

(1)航空路の整備

(2)佐渡航路の安定と
充実

ア　航路の活性化
航路利用者数 1,690,656人/年 2,000,000人/年

(2)佐渡航路の充実 イ　運賃低廉化及び利便
性の向上 航路利用者数 1,690,656人/年 2,000,000人/年

(3)島内公共交通体系
の整備 路線バス利用者数 649,670人/年 720,000人/年

(4)道路の整備
道路改良率 47％（累計） 49％（累計）

（ア）医療供給体制の維
持・拡大

（イ）子育て環境の充実 平均月額保育料順位(低
額順、県内20市内)

１位/年度 １位/年度

（ウ）元気な高齢者の活躍
環境づくり

（エ）健康寿命の延伸に向
けた健康づくり

（オ）障がいのある人への
支援の向上

（ア）地域包括ケアシステ
ムを支える人材の確保と
ネットワークづくり

（イ）佐渡版地域包括ケア
システム実現への方策 市民後見人数 ― 15人（累計）

ア　移住定住への仕組み
づくりの促進 移住者数 11組/年 15組/年

イ　雇用の創出と定住環
境の充実

新規空き家情報登録件
数

24件/年 25件/年

ウ　市民協働による活力
ある地域づくり

元気な地域づくり活動支
援件数

― 50件/年

エ　環境にやさしい公共事
業による地域づくり

ア　多様な次世代教育の
仕組みづくり 市制度奨学生数 15人/年 71人/年

イ　地域や産業のための
人材の育成・確保

誘致専門学校島内出身
入学者数

17人/年 40人/年

ウ　女性が社会参加でき
る環境の充実 合計特殊出生率 1.82/年 2.08/年

(1)組織力の向上と人
材育成 普通救命講習修了者 487人/年 700人/年

(2)体制整備
自主防災組織の組織率 87.8％（累計） 100％（累計）

(3)減災対策 道路ストック総点検実施
率

－ 100％（累計）

エ　自然共生を基本とした
販売戦略

(４)外貨獲得のための
島外販売と島内循環
の強化

(1)佐渡版ＤＭＯを中
心とした滞在交流型
観光の推進

(1)医療・介護・福祉の
連携体制の実現によ
る暮らしやすい地域づ
くり

ア　健やかに一生涯を送
れる島づくり

イ　佐渡版地域包括ケア
システムの構築

(2)佐渡に暮らしたくな
る元気で魅力的な地
域づくり

(3)未来につながる人
材の育成と確保

調
整
中
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